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（（１１））規規模模別別のの小小学学校校一一覧覧((114477 校校))  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（２２））規規模模別別のの中中学学校校一一覧覧((6699 校校))  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

福岡市の小中学校の現状 (本編 第１章 関係) 

金山

293

飯倉中央

294

西陵

297

福浜

299

大楠

305

馬出

308

入部 笹丘

327 525

香椎浜 原

337 539

壱岐東 警固 有田

338 554 594

西戸崎 賀茂 七隈 若久

341 559 534 612

赤坂 四箇田 那珂南 若宮

343 559 545 622

能古 飯原 春住 高木 飯倉 筑紫丘 田島 愛宕浜

74 345 348 380 480 561 568 627

大名 田隈 鶴田 曰佐 東月隈 姪北 当仁 原北

82 349 369 384 484 562 586 631

北崎 東若久 高宮 席田 月隈 城原 花畑 元岡 玄洋 西花畑

92 358 374 392 442 487 570 612 636 672

脇山 吉塚 内野 東箱崎 千早 箱崎 奈多 野芥 博多 堤 室見 長尾 香住丘

106 361 395 419 448 495 466 574 616 646 691 773 834

住吉 弥永 金武 板付北 大池 南片江 老司 長住 片江 和白東 多々良 下山門 野多目 別府

136 364 406 423 450 495 475 580 631 647 704 761 793 857

今津 春吉 堤丘 西長住 横手 美野島 福重 筥松 弥永西 香椎 百道 玉川 南当仁 和白 愛宕 香椎東 名島 姪浜

138 168 259 376 406 448 452 499 520 584 638 662 716 716 762 813 889 802

小呂 玄界 舞鶴 簀子 堅粕 城浜 東光 弥生 香陵 壱岐南 大原 柏原 舞松原 百道浜 今宿 田村 板付 城南 三苫 小田部 周船寺 青葉 平尾 美和台 西新

9 18 153 191 189 228 266 390 428 451 455 527 537 606 645 662 673 760 731 769 844 909 897 933 1,053

西浦分校 勝馬 曲渕 志賀島 早良 東住吉 千代 照葉 有住 東花畑 千早西 塩原 東吉塚 八田 香椎下原 原西 鳥飼 草ヶ江 三筑 内浜 三宅 石丸 長丘 宮竹 西高宮 小笹 高取 松島 壱岐 那珂

19 24 31 53 176 191 222 270 279 391 431 468 480 536 572 607 652 682 674 761 746 788 885 922 931 934 1,019 1,065 1,085 1,077

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

金武

506

長尾

518

福岡 花畑 高宮

136 533 639

玄界 東光 宮竹 筑紫丘 原中央 多々良 壱岐 香椎第２

8 179 399 468 541 603 646 743

小呂 志賀 曰佐 箱崎 席田 三筑 香椎第３ 箱崎清松 長丘

9 186 405 491 546 551 632 659 770

能古 東住吉 警固 老司 板付 春吉 城西 下山門 那珂 元岡 平尾

42 187 335 426 508 548 564 632 671 731 779

照葉 住吉 城香 早良 梅林 青葉 横手 次郎丸 片江 当仁 香椎第１ 三宅 原北 高取

56 191 309 339 366 430 465 527 574 576 661 698 738 784

北崎 千代 舞鶴 壱岐丘 博多 吉塚 松崎 西福岡 西陵 野間 多々良中央 原 柏原 田隈 玄洋 内浜 城南 和白丘 友泉 和白 姪浜 百道

63 117 199 219 249 321 351 395 451 483 531 586 577 666 700 682 742 787 885 916 1,000 1,062

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

平成 20 年５月１日現在

※特別支援学級を除く

平成 20 年５月１日現在

※特別支援学級を除く

小 規 模 校 

小 規 模 校 大 規 模 校 

大 規 模 校 
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（（３３））小小規規模模校校のの学学級級編編制制  

 

①小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

②中学校 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

1年 2年 3年 4年 5年 6年 計 1年 2年 3年 4年 5年 6年 計 1年 2年 3年 4年 5年 6年 計

1 2 0 2 1 3 9 6 12 12 20 22 20 92 41 28 32 25 36 29 191

0 1 3 1 1 1 1 1 1 6 2 1 1 1 1 1 7

1 7 1 6 4 5 24 12 7 19 20 37 36 36 31 29 189

3 1 1 2 1 2 2 1 1 1 8

8 4 8 4 4 3 31 25 20 20 21 22 28 136 50 28 36 38 40 30 222

1 1 4 1 1 1 1 1 1 6 2 1 2 1 1 1 8

0 2 4 4 4 4 18 19 23 21 23 29 23 138 38 32 39 39 31 49 228

0 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 1 6 2 1 2 1 1 2 9

9 3 8 7 14 12 53 25 23 23 22 36 24 153 67 66 33 45 36 23 270

1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 1 6 2 2 1 2 1 1 9

13 8 11 14 14 14 74 26 32 32 26 33 27 176 42 39 46 36 43 53 259

1 1 1 1 1 1 6 1 1 1 1 1 1 6 2 2 2 1 2 2 11

9 20 7 14 17 15 82 23 42 28 26 26 23 168 49 45 44 47 43 38 266

1 1 1 1 1 1 6 1 2 1 1 1 1 7 2 2 2 2 2 1 11

18 18 15 18 17 20 106 49 31 27 32 23 29 191 61 59 29 45 42 43 279

1 1 1 1 1 1 6 2 1 1 1 1 1 7 2 2 1 2 2 2 11

※特別支援教育学級を除く。

脇山小

住吉小

1

曲渕小

志賀島小

大名小

能古小

玄界小

1

11
勝馬小

小呂小
1 1

有住小東住吉小

簀子小

堅粕小

千代小

今津小

舞鶴小

早良小

春吉小

照葉小

北崎小

城浜小

堤丘小

東光小

(西浦分校)

1

1

上段 児童数

下段 学級数 （平成２０年５月１日現在)

1年 2年 3年 計 1年 2年 3年 計 1年 2年 3年 計

1 4 3 8 56 57 66 179 90 113 106 309

1 1 1 3 2 2 2 6 3 3 3 9

2 1 6 9 64 56 66 186 98 110 113 321

1 1 1 3 2 2 2 6 3 3 3 9

12 18 12 42 57 72 58 187 127 100 108 335

1 1 1 3 2 2 2 6 4 3 3 10

32 17 7 56 58 69 64 191 107 110 122 339

1 1 1 3 2 2 2 6 3 3 4 10

24 14 25 63 75 60 64 199 130 109 112 351

1 1 1 3 2 2 2 6 4 3 3 10

42 45 30 117 70 64 85 219 123 126 117 366

2 2 1 5 2 2 3 7 4 4 3 11

45 44 47 136 89 88 72 249 127 151 117 395

2 2 2 6 3 3 2 8 4 4 3 11

※特別支援教育学級を除く。

東光中

志賀中

東住吉中

住吉中

城香中

吉塚中

警固中

早良中

松崎中北崎中

梅林中

西福岡中

千代中

福岡中

舞鶴中

壱岐丘中

博多中

玄界中

照葉中

小呂中

能古中

上段 生徒数

下段 学級数 （平成２０年５月１日現在)
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（（１１））学学校校規規模模とと小小学学校校ののククララブブ活活動動  

①学校規模とクラブ活動の実施数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なクラブ活動の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（２２））学学校校規規模模とと中中学学校校のの部部活活動動  

①学校規模と部活動の実施数の関係 

 

 

 

 

 

 

 
 

②主要な部活動の実施状況 

 

 

 

 

学校規模に起因する教育課題の事例 (本編 第２章 関係) 

0

5

10

15

20

0 6 12 18 24 30 学級数

ク
ラ
ブ
実
施
数

※平成19年度実績。  学級数は特別支援学級を除く。

学級数 学校数 パソコン 家庭科 卓球 バトミントン
マンガ

・イラスト
サッカー

バスケット
ボール

理科図工 囲碁将棋

1～5 5 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

6～11 18 67% 33% 6% 33% 6% 6% 22% 17% 28%

12～23 99 85% 76% 64% 57% 51% 51% 48% 42% 39%

24～ 24 92% 92% 83% 67% 83% 71% 54% 75% 46%

118 103 84 78 71 68 65 63 55（実施学校数)

実
施
率
が
低
く

、
児
童
の
選

択
肢
が
少
な
い

。

※平成19年度実績。  学級数は特別支援学級を除く。

0

5

10

15

20

25

30

0 6 12 18 24 30 学級数

部
活
実
施
数

学級数 学 校 数 サッカー 野 球
バ レ ー
ボ ー ル

バスケット
ボ ー ル

テ ニ ス 卓 球 陸 上 剣 道
ブ ラ ス
バ ン ド

美 術

１～５ 6 33% 17% 33% 33% 33% 17% 0% 33% 0% 17%

６～８ 7 86% 86% 57% 86% 57% 43% 43% 43% 71% 71%

９～11 5 60% 100% 60% 100% 100% 80% 60% 60% 100% 80%

12～17 30 90% 100% 100% 100% 93% 60% 67% 87% 100% 83%

18～23 14 86% 100% 93% 100% 100% 86% 93% 79% 93% 86%

24～ 4 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

1,916 2,958 2,092 3,076 3,721 1,334 1,708 1,104 2,881 1,014（所属生徒数)

実
施
率
が
低
く
、
生
徒
の
選
択
肢

が
少
な
い
。
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（（３３））学学校校規規模模とと中中学学校校のの選選択択教教科科  

①学校規模と３年生での選択コース数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②３年生での具体的な選択コースの開設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

5

10

15

0 6 12 18 24 30 学級数

選
択
コ
ー

ス
数

※平成19年度実績。  学級数は特別支援学級を除く。

授 業 時 数 実 施 形 態 国語 数学 社会 理科 音楽 美術
保健
体育

技術
・家庭

英語
開 設

教 科 数
開 設

コース数

35時間／年 週１回×通年 1 1 1 1 4 4

授 業 時 数 実 施 形 態 国語 数学 社会 理科 音楽 美術
保健
体育

技術
・家庭

英語
開 設

教 科 数
開 設

コース数

35時間／年 週１回×通年 1 1 1 1 1 2 6 7

Ａ中学校(６学級：３年生２学級)

B中学校(18学級：３年生６学級)

生徒の選択肢が少ない

理科や体育が選択できない
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（（１１））学学校校教教育育法法施施行行規規則則  

(学級数) 

第 41 条 小学校の学級数は，12 学級以上 18 学級以下を標準とする。ただし，地域の実態そ

の他により特別の事情のあるときは，この限りでない。 

 

(準用規定) 

第 79 条 第 41 条から第 49 条まで，第 50 条第２項，第 54 条から第 68 条までの規定は，中

学校に準用する。 

 

（（２２））義義務務教教育育諸諸学学校校等等のの施施設設費費のの国国庫庫負負担担等等にに関関すするる法法律律及及びび同同施施行行令令  

【義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律】 

(国の負担) 

第３条 国は，政令で定める限度において，次の各号に掲げる経費について，その一部を負

担する。この場合において，その負担割合は，それぞれ当該各号に掲げる割合による

ものとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため統合しようとすることに伴つ

て必要となり，又は統合したことに伴つて必要となつた校舎又は屋内運動場の新築

又は増築に要する経費 ２分の１ 

２ 前項第１号の教室の不足の範囲及び同項第４号の適正な規模の条件は，政令で定める。 

 

【義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令】 

（適正な学校規模の条件） 

第４条 法第３条第１項第４号の適正な規模の条件は，次の各号に掲げるものとする。 

(1) 学級数がおおむね 12 学級から 18 学級までであること。 

(2) 通学距離が，小学校にあつてはおおむね４キロメートル以内，中学校にあつては

おおむね６キロメートル以内であること。 

２ ５学級以下の学級数の学校と前項第１号に規定する学級数の学校とを統合する場合にお

いては，同項同号中「18 学級」とあるのは，「24 学級」とする。 

３ 略 

 

 

 

学校の適正規模についての法令の規定 (本編 第４章 関係) 
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学校の適正規模のまとめ (本編 第 4・5 章 関係) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

学 校 教 育 法 施 行 規 則

義 務 教 育 諸 学 校 等 の
施 設 費 の 国 庫 負 担 等
に 関 す る 法 律 施 行 令

旧 文 部 省
「これからの学校づくり」
( 昭 和 59 年 )

（１）人間性・社会性の育成

（３）教員配置

(

法

令

等

)

（４）施設整備

小 学 校

（２）学習効果

小 規 模

対象外

大 規 模過 小 規 模 過大規模

対 象 外

「 標 準 」 と す る 学 級 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統合の場合の運用基
準

「適正な規模」の学級数

施 設 整 備 の 国 庫 補 助 対 象

適 正 規 模

全学年でクラス替えできない

ク ラ ス 替 え で き な い 学 年 が あ る

クラブ活動の開設数が多いなど，学習指導の上で児童に十分な選択肢がある

同学年の複数の教員による協力・支援体制によって，円滑な学年経営を行える

教 頭 の 複 数 配 置

養 護 教 諭 の 複 数 配 置
( 児 童 数 851 人 以 上 )

事 務 職 員 の 複 数 配 置

適正化すべき範囲 適正な学校規模 適正化
すべき
範　囲

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

学 校 教 育 法 施 行 規 則

義 務 教 育 諸 学 校 等 の
施 設 費 の 国 庫 負 担 等
に 関 す る 法 律 施 行 令

旧 文 部 省
「これからの学校づくり」
( 昭 和 59 年 )

(

法

令

等

)

（１）人間性・社会性の育成

（２）学習効果

（３）教員配置

中 学 校

（４）施設整備

小 規 模

対象外

大 規 模過 小 規 模 過大規模

対象外

「 標 準 」 と す る 学 級 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　統合の場合の運用基準
「適正な規模」の学級数

施 設 整 備 の 国 庫 補 助 対 象

適 正 規 模

全 学 年 で
クラス替え
で き な い

クラス替えできない
学 年 が あ る

部活動や選択教科のコース開設数が多いなど，学習指導の上で児童に十分な選択肢がある

同学年の複数の教員による協力・支援体制によって，円滑な学年経営を行える

教 頭 の 複 数 配 置

養 護 教 諭 の 複 数 配 置
( 生 徒 数 801 人 以 上 )

事 務 職 員 の 複 数 配 置

５教科に複数の教員と実技系教科に正規の 教員が配置される

適正化すべき範囲 適正な学校規模 適正化
すべき
範　囲
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１ 博多小学校の事例 

 

（（１１））４４小小学学校校統統合合のの流流れれ  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（２２））統統合合前前後後のの児児童童数数のの推推移移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（３３））統統合合直直前前のの４４小小学学校校のの学学級級編編制制  

 

 

 

 

 

 

 

これまでの学校規模適正化の取り組み (本編 第６章 関係) 

冷泉小
(明治６年開校)

奈良屋小
(明治31年開校)

御供所小
(明治41年開校)

大浜小
(明治44年開校)

博多小
(平成13年 完成)

※ 旧奈良屋小跡地に建設博多小
(平成13年 完成)

※ 旧奈良屋小跡地に建設

※ 旧冷泉小校舎を使用博多小
(平成10年開校)

※ 旧冷泉小校舎を使用博多小
(平成10年開校)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

冷泉小

奈良屋小

御供所小

大浜小

４校計

博多小

H10年統合

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

14 12 11 15 8 26 86

1 1 1 1 1 1 6

35 35 39 40 43 38 230

1 1 1 1 2 1 7

9 13 7 11 11 15 66

1 1 1 1 1 1 6

17 18 7 17 23 18 100

1 1 1 1 1 1 6

冷 泉 小

奈良屋小

御供所小

大 浜 小

上段 児童数

下段 学級数 (平成９年５月１日現在)

※特別支援学級を除く
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（（４４））統統合合のの同同意意にに至至るるままででのの経経緯緯  

①地域との協議状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な意見への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（５５））開開校校ままででのの流流れれ  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

教育委員会と地域の協議 地域の中での協議

H7 １７回 ０回

H8 ４３回 ３１回

H9 ２４回 ８回

H10 １１回 ０回

95回95回 39回39回

統合の是非についての協議

開校準備 

議論を重ねる中で，統合への不安や疑問に対する解決方法を検討した結果，慣れ

親しんだ学校がなくなることに対する感情は残りつつも，優先すべきは子どもの

教育環境であるとし，４つの校区は，統合を決断した。

７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度

地 域 と の
協 議

４校区から統合の推進
に関する要望書の提出

開校準備
新 校 舎

設 計 ・ 建 設

旧冷泉小用地で
統合校が開校

旧奈良屋小用地に
新校舎が完成

教育上の工夫で課題の解決がで
きないかという意見

地域コミュニティが崩れ，活動
拠点がなくなることへの不安

統合で通学距離が長くなる場合
の安全確保への不安

地域の学校がなくなることや伝
統が途絶えることへの不安

人口増加への取り組みと矛盾す
るのではないかという意見

小規模のままでは，解決できない課題がある
ことへの理解を求める。

開校準備の中で，４校の伝統行事を受け継ぐ
ことを検討。

開校準備の中で，地域とともに現地調査を繰
り返し，通学路を決定。

地域コミュニティは４校区のままとし，地域
が利用しやすい学校施設を整備。

地域の活性化，まちづくりの核となるような
学校づくりを行う。

【 主 な 意 見 等 】 【 対 応 等 】
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２ 大規模校への取り組み 

 

（（１１））従従来来かかららのの取取りり組組みみのの方方針針  

 

 

 

 

 

 

 

 

（（22））平平成成元元年年以以降降のの分分離離新新設設のの状状況況  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 学級以上の大規模校 児童生徒数及び学級数に対応した施設整備を行う。 

31 学級以上の大規模校 分離新設 または 近隣校との校区調整を行う。 

※( ）は特別支援学級で外数 

学 校 名 児 童 生 徒 数 学 級 数 学 校 名 児 童 生 徒 数 学 級 数

柏原小 花畑小 1,272(9) 33(1)

飯倉中央小 原小 1,125(0) 30(0) 飯原小 881(0) 22(0)

玄洋小 今宿小 1,226(7) 32(1)

原中央中 原中 1,646(0) 38(0)

小田部小 原北小 1,380(0) 37(0)

青葉中 多々良中央中 1,232(4) 30(1)

平成３年 野間中 筑紫丘中 1,230(7) 31(1) 長丘中 1,272(0) 31(0)

香陵小 千早西小 1,155(0) 33(0)

松崎中 多々良中 1,329(0) 35(0)

百道浜小 西新小 916(0) 26(0) 百道小 780(0) 23(0)

松島小 筥松小 1,337(0) 36(0)

平成７年 横手小 曰佐小 1,118(0) 31(0) 高木小 653(0) 18(0)

三苫小 和白小 1,302(9) 36(1)

愛宕浜小 姪浜小 1,017(19) 27(3)

平成12年 箱崎清松中 箱崎中 1,062(0) 28(0)

平成19年 姪北小 姪浜小 1,010(23) 31(4) 内浜小 1,082(18) 31(3)

平成２年

平成４年

平成５年

平成８年

分 離 元 校 の 前 年 の 状 況
新 設 校開 校 年

平成元年
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（（１１））小小中中連連携携教教育育のの背背景景  

 小学校と中学校の学習環境の変化に順応できる子どもと，できない子どもが顕著になり，教育上

の課題が生じている。 

 

 

 

○中学から急に難しくなる教科内容や英語教育などへの学習への不安 

○学習指導や生徒指導の違いによる不安 

○先輩・後輩や先生などの人間関係に対する不安 

○小中学校の学校文化の違い(教員の学力観・指導観の違い） 

 

 

 

 

 

 

 

○義務教育９ヵ年を見通した教育活動の充実 

○小学校から中学校への滑らかな移行 

○児童生徒の交流による，よりよい人間関係の形成 

 

（（２２））福福岡岡市市ににおおけけるる小小中中連連携携教教育育のの取取りり組組みみ  

 福岡市では平成 18 年度から小中連携教育推進事業に取り組んでおり，平成 20 年度は，「(小学校)

英語活動から(中学校)英語教育への接続」など，小・中学校共通の重点テーマを設定して，合同研

修会の実施，中学校教員の小学校での指導などの取り組みを，全ての中学校ブロックで行っている。 

その中で照葉小中学校は，施設一体型小中連携校としての施設整備によって，様々な取り組みが

可能であるため，福岡市全体の小中連携教育を推進する上でのモデルとして位置づけられている。  

 照葉小中学校で行われる取り組みを通して，小中連携教育についての様々な選択肢を提示するこ

とができ，各学校はその選択肢の中から取り組みを検討することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

施設一体型小中連携教育 (本編 第６章 関係)  

小学校と中学校の学習環境の変化 

不登校の増加や学習意欲の低下(いわゆる「中１ギャップ」の問題) 

小 中 連 携 教 育 の ね ら い 
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（（３３））施施設設一一体体型型小小中中連連携携教教育育のの特特徴徴  

①照葉小中学校の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②照葉小中学校の施設の特徴 

○児童生徒や教職員の交流を意図した配置 

(職員室・ランチルーム・図書館等を共用，交流の場となるラウンジやベンチの設置) 

○地域に開かれた学校 

(体育館・プールや特別教室の開放が可能な管理区分，地域連携室の設置) 

 

（（４４））施施設設一一体体型型小小中中連連携携教教育育ののススケケーールルメメリリッットト  

施設一体型小中連携教育では，子ども同士・子どもと教員の交流機会の増加や教職員の連携の強

化によって，学校の統合の場合と同等のメリットが生じる。 

学校の統合に併せて，施設一体型小中連携教育を導入することで，一層のスケールメリットを活

かした教育活動が可能となり，より教育効果を高めることができる。 

    

学 級 担 任 制 教 科 担 任 制

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年

小 学 校 中 学 校

小 中 学 生 の 交 流 活 動
～ 休 み 時 間 ， ラ ン チ ル ー ム 給 食 ， 学 校 行 事 ， 児 童 会 ・ 生 徒 会 活 動 ， 小 中 学 校 と 地 域 の 合 同 運 動 会

一部の教科（音楽，図工，体育）
で中学校の教員が指導。

中学校の専門性を活かした教材の共同研究，小学校の教員による部活動の指導 など

９ ヵ 年 を 通 し た 教 育 内 容
～ 小 中 学 校 の 教 職 員 が 連 携 し て ， 教 育 課 程 を 編 成 。

小学校の教員が専門の教科を指導
（教科担任制）。 学級担任制から

教科担任制への

円 滑 な 移 行

学級担任制から

教科担任制への

円 滑 な 移 行

適正規模の小学校適正規模の小学校

小

規

模

の

小

学

校
スケールメリット

小

規

模

の

小

学

校

小学校

中学校
小

中

連

携

校

小学校

中学校
小

中

連

携

校

ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト

(小規模校統合のスケールメリット) (施設一体型小中連携教育のメリット) 

○児童生徒数の増加 

 

○教職員数の増加 

○児童生徒の交流機会の増加 

 →実質的な児童生徒数の増加 

○教職員の連携の強化 

 →実質的な教職員数の増加 
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１ 通学区域制度に関する法令の規定等 

（（11））就就学学校校のの指指定定((学学校校教教育育法法施施行行令令  第第５５条条))  

 児童生徒の就学すべき学校については，住所地の市町村教育委員会が指定する。 

（入学期日等の通知，学校の指定） 

第５条 市町村の教育委員会は，就学予定者で次に掲げる者について，その保護者に対し，

翌学年の初めから２月前までに，小学校又は中学校の入学期日を通知しなければなら

ない。 

(1)～(2) 略 

２ 市町村の教育委員会は，当該市町村の設置する小学校又は中学校が２校以上ある場合に

おいては，前項の通知において当該就学予定者の就学すべき小学校又は中学校を指定しな

ければならない。 

３ 略 

 

（（22））通通学学区区域域  

 就学校の指定をする際の判断基準として，市町村教育委員会はあらかじめ「通学区域」を設定し

ている。この通学区域については，就学校の指定が恣意的に行われたり，保護者にいたずらに不公

平感を与えたりすることのないようにすることなどを目的として，道路や河川等の地理的状況，地

域コミュニティが形成されてきた歴史的経緯等，それぞれの地域の実態を踏まえ，各市町村教育委

員会の判断にもとづいて設定される。 

 

（（33））就就学学校校のの変変更更((学学校校教教育育法法施施行行令令  第第８８条条))・・・・・・指指定定学学校校変変更更制制度度  

 市町村教育委員会から指定された就学校が，子どもの状況等に合致しない場合で，保護者の申立

により，市町村教育委員会が相当と認める場合には，市町村内の他の学校に変更することができる。 

第８条 市町村の教育委員会は，第５条第２項の場合において，相当と認めるときは，保護

者の申立により，その指定した小学校又は中学校を変更することができる。この場合

においては，すみやかに，その保護者及び前条の通知をした小学校又は中学校の校長

に対し，その旨を通知するとともに，新たに指定した小学校又は中学校の校長に対し，

同条の通知をしなければならない 

 

（（44））通通学学距距離離にに関関すするる要要件件((義義務務教教育育諸諸学学校校等等のの施施設設費費のの国国庫庫負負担担等等にに関関すするる法法律律施施行行令令  第第４４条条)) 

 通学距離は，小学校では４km 以内，中学校では６km 以内とする。 

 

２ 通学区域制度に関する文部科学省の通知 

（（11））通通学学区区域域のの弾弾力力的的運運用用ににつついいてて((平平成成９９年年度度))  

 ・地域の実情や保護者の意向に配慮して，通学区域制度の運用の弾力化を図る。 

 ・通学区域制度に関して広く保護者に周知するとともに，就学に関する相談体制の充実を図る。 

（（22））学学校校教教育育法法施施行行規規則則のの一一部部改改正正ににつついいてて((平平成成 1144 年年度度))  

 ・指定学校変更についての要件及び手続きを明確化し，公表すること。 

（（33））学学校校教教育育法法施施行行規規則則のの一一部部改改正正及及びび就就学学校校のの変変更更のの取取扱扱いいににつついいてて((平平成成 1177 年年度度))  

 ・就学校を指定する通知に，指定の変更について保護者の申立ができる旨を示すこと。 

通学区域制度 (本編 第７章 関係)  
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２ 福岡市における通学区域の設定について 

（（11））通通学学区区域域設設定定のの仕仕組組みみ((学学校校のの分分離離新新設設のの場場合合))  

①新設校の通学区域，分離元校の通学区域変更について，教育委員会と自治協議会関係者・ＰＴＡ

等で協議し，合意形成を図る。 

②教育委員会は合意形成にもとづき，福岡市通学区域審議会(学識経験者・地域代表・ＰＴＡ代表等

で構成)に通学区域の設定を諮問し，答申を得る。 

③答申にもとづき，教育委員会で通学区域を設定し，自治協議会関係者・ＰＴＡ等に周知する。 

 

（（22））通通学学区区域域にに関関すするる福福岡岡市市のの基基本本的的考考ええ方方  

 福岡市では，小学校区ごとに公民館を設置するなど，小学校区を単位としたコミュニティ施策を

推進しており，それぞれの校区で自治協議会が設立されている。 

 各学校においても，地域との密接な連携を基礎にして学校運営を進めており，通学区域と地域コ

ミュニティの範囲は一致することが望ましいことから，福岡市では，通学区域を自由に選択できる

いわゆる学校選択制度は導入していない。 

 

 

４ 福岡市における指定学校変更の弾力化への取り組み 

  

（（11））福福岡岡市市ににおおけけるる指指定定学学校校変変更更のの要要件件  

①心身の故障により遠距離の学校に通学することが困難な場合 

②転出学により著しく教育に支障を来す場合 

③短期間の居住後再度転居(転出入)することが確定している場合 

④転居(転出)することが確定しているため学期(学年)始めから転居(転出)先の学校へ入学(転入)す

る場合 

⑤両親が共働きのため，帰宅後監督者がいない場合 

⑥公共事業による立退きの場合 

⑦転校の結果，学校行事に参加できなくなるとき 

⑧いじめ，不登校等児童生徒の生活指導上特に問題があるため，指定学校へ通学することが適当で

ないと判断される場合 

⑨転出学により兄弟姉妹が卒業まで指定学校を変更する場合の兄弟姉妹について 

⑩保護者が，教育委員会が特別転入学制度に指定する学校に就学を希望し，教育委員会が就学を認

めた場合(海っ子山っ子スクール) 

⑪遠距離通学解消のため，指定学校変更許可区域の保護者が変更許可校への通学を希望する場合 
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（（22））海海っっ子子山山っっ子子ススククーールル((小小規規模模校校特特別別転転入入学学制制度度))ににつついいてて・・・・・・（（11））のの⑩⑩  

①制度の趣旨 

 海や山に囲まれ，自然に恵まれた環境の中で，地域との交流を大切にし，自然を生かした教育活

動を行っている小規模な学校に通学することにより，豊かな人間性をはぐくみ，自然を愛する心を

つちかう。 

 

②通学についての条件 

 ・児童生徒自身が自力で公共の交通機関を利用し通学する。 

 ・通学時間はおおむね１時間以内とする。 

 ・保護者の責任と負担において通学する。 

 

③対象校及び在籍人数         (平成20年５月１日現在) 

学 校 名 児 童 生 徒 数 うち｢海っ子山っ子｣

勝 馬 小 24 名 12 名 

曲 渕 小 31 名 24 名 

能 古 小 74 名 42 名 

能 古 中 42 名 22 名 
 

（（33））遠遠距距離離通通学学のの解解消消ににつついいてて・・・・・・（（11））のの⑪⑪  

①制度の趣旨 

 通学距離や通学時間を踏まえた一定の基準(※)による指定学校変更を認め，現行の通学区域制度

は維持しつつ，遠距離通学の解消及びバス通学の費用負担の軽減を図る。 

 

②通学距離等に関する基準 

  小学校：概ね２km を超える場合 

  中学校：概ね３km を超える場合 

 

③対象地域及び対象児童数 

 東区名子地区（多々良小学校 → 青葉小学校） 
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１ 通学路と通学手段の設定の根拠 

  

通学路や通学手段の設定は，学校保健法第２条で，各学校において作成が義務づけられ

ている「学校保健安全計画」の一部として位置づけられている。 

 

((１１))学学校校保保健健法法  

  

 

（学校保健安全計画） 

第２条 学校においては，幼児，児童，生徒又は学生及び職員の健康診断，環境衛生検査，安

全点検その他の保健又は安全に関する事項について計画を立て，これを実施しなけれ

ばならない。 

 

 

 

((２２))文文部部科科学学省省作作成成  安安全全教教育育参参考考資資料料  〔〔「「生生ききるる力力」」ををははぐぐくくむむ学学校校ででのの安安全全教教育育〕〕  

  

 

第１章 総説 第４節 学校安全計画の作成 

 

学校安全計画は，学校保健法で作成が義務づけられている学校保健安全計画のうち，安全に関す

る計画として位置づけられる。 

  (中 略) 

 学校安全計画の内容としては，次のような事項が考えられる。 

 

２ 安全管理に関する事項 

 (2)交通安全 

   ア 通学路の設定と安全点検 

   イ 通学に関する安全のきまり・約束等の設定 

   ウ 自転車，二輪車，自動車(定時制高校の場合)の使用に関するきまりの設定 

   エ 交通安全に関する意識や行動，交通事故の発生状況等の調査 

   オ その他必要な事項 

 

  

通学路に関する諸規定 (本編 第７章 関係)  
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２ 通学路設定の考え方が示されている規定等 

（（１１））小小学学校校施施設設整整備備指指針針((文文部部科科学学省省))  

学校教育を進める上で必要な施設機能を確保するために，計画・設計において必要な

留意点を示したもの(中学校施設整備指針も同様の規定)。 

※整備指針の表現 

 「～重要である。」：標準的に備えることが重要なもの 

 「～望ましい。」：より安全に，より快適に利用できるように備えることが望ましいもの 

 「～有効である」：必要に応じて付加・考慮することが有効なもの 

第２章 施設計画 第１節 校地計画 

第３ 通学環境 

１ 通学区域 

(1)児童が疲労を感じない程度の通学距離を確保できることが望ましい。 

(2)隣接校の学校規模及び通学区域並びに関連する中学校の通学区域等との均衡を保つことが

できることが望ましい。 

(3)通学区域を設定する場合には，児童の居住分布等を適正に考慮することが望ましい。 

２ 通学経路 

(1)交通頻繁な道路，鉄道線路等との交差を避けるなど安全な通学経路を確保することができる

ことが重要である。さらに，防犯上，死角が多い場所，人通りの少ない場所をできるだけ避

けられる通学経路が確保されることが望ましい。 

(2)地域の実情に応じ，教育的な体験の場としても意義のあるような通学経路を設定することの

できるよう考慮されていることも有効である。 

 

（（２２））  「「生生ききるる力力」」ををははぐぐくくむむ学学校校ででのの安安全全教教育育((文文部部科科学学省省))  

  

第５章 安全管理 第３節 通学の安全管理 ～通学の安全管理に関する観点や留意点 

１ 通学路の設定と安全確保 

 通学路の設定とその安全確保に当たっては，交通事情等を配慮し，教育委員会をはじめ関係

機関と協議し，可能な限り安全な通学路を設定する。さらに，通学路の安全が恒常的に確保さ

れるよう，保護者，警察や地域の関係者等の協力も求めて，対策を講じておく必要がある。 

２ 安全な通学方法 

 通学の安全を確保するためには，通学路の設定等のほかに，地域の道路や交通事情に即した

通学手段を選び，適切な安全管理の下に通学する。その際，特に次の事項の配慮する必要があ

る。 

(1)徒歩及びバス，電車等交通機関利用による通学の安全確保 

 利用される交通機関等は，地域や学校の実情等により大きくことなる。これらの実態に応じ

て，安全管理を行う。また，悪天候時等の状況における安全確保についても検討しておく。 

(2)自転車通学の安全確保 

自転車通学での安全確保では，通学における使用のきまりの遵守，自転車に関する道路交通

法等関係法規の遵守，車両の点検整備，駐車における管理，学校周辺や校門周辺における一般

交通や他の生徒との混雑緩和，乗車時の行動等について安全管理を行う。その際，通学時間帯

に応じた管理についても考慮する。 
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●安全管理の対象と項目の例示 

(1)通学路の設定と安全確保 

対 象 項 目 

通学路の

設 定 

通学路の条件 

・できるだけ歩車道の区別がある 

・区別がない場合，交通量が少ない，幅員が児童生徒等の通行を確保できる 

・遮断機のない無人踏切を避ける 

・見通しの悪い危険箇所がない 

・横断箇所に横断歩道，信号機が設置されたり，または，警察官等の誘導が行われ

たりしている 

・犯罪の可能性が低い                      など 

通学路の 

安全確保 

安全確保のための方策 

・通学路を表示する標識を適切な箇所に設置する 

・場所や状況により交通規制を要請する 

・特に危険な箇所では，警察官等による誘導や指示，交通安全や犯罪防止のために

必要な設備等の設置を要請する 

・障害物の放置,工事状況,催し物の実施等に関連して,通学路を点検し適切に対処する 

・保護者，関係機関等との情報交換，情報処理を円滑に行う体制を確立する など

 (2)徒歩やバス，電車交通機関利用による通学の安全確保 

対 象 項 目 

一般的安全管理 

・児童生徒一人ひとりの通学方法の把握 

・集団登下校における集合場所の危険性や集団の人数の適切性 

・校外指導での家庭や地域の関係機関・団体等との連携 

・校外指導の計画的実施 

・部活動などで下校時間が遅くなる場合の下校の仕方(交通事情や防犯等への配慮)

通学方法等に 

応じた安全管理 

・保護者から教員への児童生徒の引き渡し 

・交通量の多い地域での対処(登校時間帯における車両進入禁止区分等の設定) 

・バス，電車等の利用者への安全確保に関する周知(乗降時や乗車中の行動，降車後

の横断や移動など) 

・他の歩行者，特に，高齢者，幼児，障害のある人たちへの配慮        

悪天候や自然 

災害発生時に 

おける安全管理 

・気象情報や災害情報の入手 

・状況に応じた臨時休校，登下校時刻や通学順路の変更等の対処 

・状況に応じた保護者の同伴登下校，教職員の引率等の対処          

(3)自転車通学の安全確保 

対 象 項 目 

通  学 ・自転車通学に関するきまり等の設定 など                  

点検，駐車 

・登下校時の歩行者と自転車等の混雑や交錯(駐車場や経路等の調整) 

・定期的な点検と不良箇所の修理 

・自転車置き場の使用法(使用場所や禁止場所の遵守，修理など)  など     

乗車時の行動 

・ヘルメットの着用 

・雨天時の服装(雨具の着用，傘さし運転の禁止) 

・防犯登録，保険への加入 

・悪天候，濃霧，薄暮などの交通環境の変化に対処した安全な走行 

・交通法規の遵守：スピード抑制，無灯火や二人乗りの禁止等 

・他の歩行者，特に，高齢者，幼児，障害のある人たちへの配慮や注意 など   
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１ 通学中の交通事故の発生状況(過去３年間) 

（（11））過過去去３３年年間間でで通通学学中中にに交交通通事事故故がが発発生生ししたた件件数数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（22））交交通通事事故故のの主主なな原原因因  

・横断歩道での接触や巻き込み 

・路側帯等道路の端を通行中にバイクや車に接触 

・道路への飛び出しや無理な横断 

 

２ 博多小開校に伴う通学路の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学路の安全確保 (本編 第７章 関係)  

17年度 18年度 19年度 計

東 区 5 6 6 17

博多区 1 1 2

中央区 1 3 2 6

南 区 4 2 3 9

城南区 1 2 3

早良区 2 4 5 11

西 区 3 2 5 10

計 17 20 21 58

17年度 18年度 19年度 計

東 区 4 1 5

博多区 1 1

中央区 0

南 区 1 1

城南区 0

早良区 1 1

西 区 0

計 0 6 2 8

（小学校） （中学校）
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（（11））小小学学校校のの遠遠距距離離通通学学のの状状況況((平平成成 2200 年年度度学学校校調調査査よよりり))  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（11））中中学学校校のの遠遠距距離離通通学学のの状状況況((平平成成 2200 年年度度学学校校調調査査よよりり))  

 

 

 

 

遠距離通学の状況 (本編 第７章 関係)  

小 学 校

あ り な し

徒 歩 201 167 368

バ ス 168 63 231

369 230 599

129校　75,219名 17校　599名

最 長 の 通 学 距 離 が ２ km 以 内 最長の通学距離が２kmを超える

指定学校以外で近い学校
計

計

手

段

中 学 校

あ り な し

徒 歩 0 1 1

自 転 車 263 312 575

バ ス 145 83 228

408 396 804

最 長 の 通 学 距 離 が ３ km 以 内 最長の通学距離が３kmを超える

60校　33,784名 ９校　804名

計

手

段

計
指定学校以外で近い学校
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１ 災害時の地区避難場所・収容避難所 

（（１１））避避難難場場所所・・避避難難所所のの種種類類  

①避難場所･･･危険を避けるために逃げこむ場所(公園，広場，小中学校の運動場 等) 

②避 難 所･･･住宅に居住することが困難な場合に，一時的に生活する場所 

(公民館，市民センター，市立体育館，小中学校の体育館 等) 

 一時避難所(公民館，市民センター，市立体育館等) 

･･･比較的小規模の災害時に優先して開設される。 

収容避難所(小中学校の体育館等) 

  ･･･一時避難所の収容能力が不足する場合や大規模な災害時に開設される。 

 

（（２２）） 福福岡岡県県西西方方沖沖地地震震ででのの避避難難所所開開設設状状況況  

①避難所の設置数             ②地震直後(3/20)の避難人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③各小学校の避難者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→多くの避難所は３日目には閉所し，公民館中心の避難所運営に移行した。 

 

〔公民館中心の運営に移行した背景〕 

 避難者が公民館で収容できる規模であったことと，授業への影響や管理区分の問題など，学校を避

難所として利用することに課題が多かったことが背景にある。 

学校と地域の関わり (本編 第７章 関係)  

公民館 市民C等 小学校 各 区 計

東 区 28 4 32

博 多 区 21 4 25

中 央 区 14 2 6 22

南 区 6 1 7

城 南 区 10 1 11

早 良 区 9 9

西 区 14 6 20

全 市 計 102 18 6 126

公 民 館 市民C等 小 学 校 各 区 計

東 区 257 60 317

博 多 区 91 49 140

中 央 区 194 456 414 1,064

南 区 37 7 44

城 南 区 69 10 79

早 良 区 86 86

西 区 262 767 1,029

全 市 計 996 1,349 414 2,759

(箇所) (人) 

3/20 3/21 3/22 3/23 3/24 3/25 3/26 3/27 3/28 3/29 3/30

大名小学校 3/20 ～ 3/22 3日 126 53

警固小学校 3/20 ～ 3/31 12日 240 46 33 49 48 36 30 23 12 9 1

草ヶ江小学校 3/21 ～ 3/21 1日 5

赤坂小学校 3/20 ～ 3/21 2日

舞鶴小学校 3/20 ～ 3/22 3日 33

福浜小学校 3/20 ～ 3/25 6日 10 17 12 1

414 116 45 49 48 36 30 24 12 9 1

(参考１)中央区の公民館の避難者数の推移 194 132 160 156 94 66 63 63 55 53 37

(参考２)中央市民センターの避難者数の推移 23 11 2 1 1

避 難 者 数 の 推 移
学 校 名 開 設 状 況

計

(人) 
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２ 学校施設の地域開放の概要 

（（１１））小小学学校校のの施施設設開開放放  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（22））中中学学校校のの施施設設開開放放  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 博多部４小学校の統合における地域コミュニティの枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日曜日

授　　業授　　業

月曜日～金曜日 土曜日月曜日～金曜日 土曜日 日曜日

〔 校 庭 〕 〔 体 育 館 〕

9:00

17:00

10:00

22:00

9:00

13:00

14:00

17:00

22:00

昼間校庭開放事業
（幼児・児童・生徒）

雨 天 時 の
校庭開放代替
(幼児・児童・生徒)

公民館サークル，地域団体，
市に登録したスポーツ団体　の利用

公民館サークル，地域団体，
市に登録したスポーツ団体　の利用

※

※子どもの利用に支障がない範囲で，地域団体等が利用する場合もある。 

部 活 動 部 活 動

土曜日 日曜日土曜日 日曜日 月曜日～金曜日

〔 校 庭 〕 〔 体 育 館 〕

授　　業 授　　業

月曜日～金曜日

9:00

17:00

18:00

22:00

9:00

17:00

18:00

22:00

(19:00) (19:00)
公民館サークル，地域団体，
市に登録したスポーツ団体　の利用

公民館サークル，地域団体，
市に登録したスポーツ団体　の利用

御供所小

御供所公民館

御供所校区自治連合会

御供所小

御供所公民館

御供所校区自治連合会冷泉小

冷泉公民館冷泉校区自治連合会

冷泉小

冷泉公民館冷泉校区自治連合会

大浜公民館

大浜校区自治連合会

大浜小

大浜公民館

大浜校区自治連合会

大浜小

奈良屋小

奈良屋公民館

奈良屋校区自治連合会 奈良屋小

奈良屋公民館

奈良屋校区自治連合会

博多校区大浜自治協議会

大浜公民館

奈良屋公民館

博多小

博多校区冷泉自治協議会

冷泉公民館

博多校区奈良屋自治協議会

博多校区御供所自治協議

御供所公民館

博多校区大浜自治協議会

大浜公民館

奈良屋公民館

博多小

博多校区冷泉自治協議会

冷泉公民館

博多校区奈良屋自治協議会

博多校区御供所自治協議

御供所公民館



 

 

 


